
第４回 質の高い教師の確保特別部会（令和5年9月26日）提出資料

戸田市教育委員会教育長 戸ヶ﨑 勤

１．教育委員会の責務

教育関係者の中では、働き方改革はもう一定の限界に達したというような意見も一

部にある。しかし、時間外在校等時間が上限時間を超えた場合に、所管に属する各学

校における業務や環境整備等の状況について、教育委員会は事後的な検証を行うべき

こととされているものの、今回の文部科学省の資料によると５割を切るなど、令和元

年の改正給特法施行から既に４年目になるにもかかわらず、働き方改革について各教

育委員会の本気度には相当の差がある。

各教育委員会が自らの役割を的確に理解し、この問題に本気になって取り組むこと

が不可欠である。そのため、本部会においては、各教育委員会の自らの責務を明確に

示すとともに、取組が弱い教育委員会を含めて、全ての教育委員会が教師の健康福祉

の確保等に向けた取組をしっかりと実施するような方策を考えていくことが必要では

ないか。

特に、服務を監督する市町村教育委員会は、自らの責務として、各学校の取組をし

っかりとフォローアップしながら、長時間勤務の要因や課題等の把握を通じて、各学

校に対する取組の見直しの促進や必要な環境整備の支援など、PDCAをしっかりと回し

て対応することが必要である。また、都道府県教育委員会は、域内の市町村教育委員

会の好事例を横展開すると共に、取組が弱い教育委員会などにはピンポイントで具体

的な支援を行っていく必要がある。

２．メリハリのある対策

また、全国の学校はどこも同じように「大変、多忙」というイメージがあるが、個

々の教育委員会、学校、教師によって状況は大きく異なる。指針に定める４５時間以

内を目指すということは前提としつつ、いわゆる過労死ラインとされる月８０時間以

上の勤務が常態化している教師など、そのままの状態が続くことで健康を害し、ひい

ては生命にも影響が出かねないような教師に対して、集中的に改善を図る取組を行う

ことも必要である。

さらに、国の強いリーダーシップの下、校長や教育委員会が、自分事として、本気

で業務改善に取り組んでいくという決意の下、教師の健康及び福祉の確保を図るため、

客観的に把握した時間外在校等時間に基づき、教師の業務量の適切な管理を行ってい

く必要がある。また、教育環境整備も含めた必要な健康確保措置も行っていくことも

必要である。
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